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ドイツ フランス ベルギー スウェーデン フィンランド アメリカ

19 56 7 11 4 103

2236.5 6292.0 599.5 982.2 276.0 10117.0

再処理は２００５年ま
で。以後は直接処分

全量再処理を進めて
いたが、現在再処理
と直接処分を組み合
わせることも検討中。

新規再処理について
は凍結中

直接処分 直接処分 直接処分

１４基で装荷実績あ
り。
（実施中）

２１基で装荷実績あ
り。
（実施中）

３基で装荷実績あり。
（実施中）

１９７０年代初期に１
基で装荷実績あり。

なし 主に1960年代から
1970年代にかけて６
基で装荷実績あり。

　ドイツ政府は、2000
年6月14日、原子力
発電の廃止について
主要電力会社と合意
した。合意内容は、
(1)原子力発電による
総発電電力量を約
2.6兆kWhとする、(2)
原子力発電所の平均
運転期間を32年とす
る、(3)再処理のため
の使用済燃料の輸送
を2005年７月以降禁
止するなど。
この合意に基づき、こ
の合意に基づき原子
力法の改正が行われ
た。（２００２年２月連
邦議会承認）

現在フランスでは、56
基の原子力発電所が
運転中であるが、運
転期間を40年とした
場合、2020年頃に初
期の原子力発電所が
運転を終了すること
になる。経済省は、現
時点では、この終了
にともない不足する
発電量を補う方法と
しては、既存の原子
力発電所の運転継続
が発電コスト的には
最も望ましい選択と
考えられるとする報
告書をまとめている。

ベルギー政府は2002
年3月閣議で、同国
の原子力発電所を
2025年までに段階的
に全廃する法案の議
会提出を決定した。
法案は、現在稼動中
の7基の商業用原子
炉について、40年の
耐用年数を迎えるも
のから順次閉鎖す
る。新規原子炉の建
設は行わず、代替エ
ネルギーでまかなう
方針。しかし、フェル
ホフスタット首相は電
力供給に支障が生じ
る場合は、原子力発
電の運転を継続する
としている。

スウェーデンでは、
1980年に国民投票が
行われ、原子炉は12
基に限定され、耐用
年数（25年）がきた時
点で廃止（最後の原
子炉を2010年）との
方針が決定された。
その後、1997年２月、
与党間でバーセベッ
ク１、２号機を閉鎖す
ることで合意し、1999
年11月に１号機は閉
鎖された。２号機につ
いては、代替電力の
確保が困難なことか
ら政府は閉鎖延期し
た。２０１０年の廃止
期限も撤廃されてい
る。

フィンランド政府は、
2002月5月、同国5基
目となる新規商業用
原子炉の建設計画に
ついて承認した。
建設予定地について
は未定。なお、すでに
2基の原子炉が立地
している２自治体は、
新規原子力発電所建
設の受け入れに同意
している。

TMI事故以後の新規
発注はなかったが、
1980年代以降も約50
基の原子炉が運転を
開始しており、TMI事
故以降で電力供給量
で３倍となっており、
稼働率も近年は90％
近くに向上している。
2001年５月　ブッシュ
政権の国家エネル
ギー政策が出され、
原子力発電の利用推
進する方向を示した。
現在、数社が原子力
発電所新規立地準備
を進めている。

※各国の原子炉基数等は２０００年１２月現在。ただし、日本は２００２年６月現在
【作成：福島県エネルギー政策検討会】

各国の原子力発電を巡る状況

プルサーマルの実施

原子力発電所の立
地・廃止措置等をめ
ぐる動向

運転中の原子炉基数

電気出力
（万ＫＷ　グロス)

再処理・直接処分の
選択


